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令和元年度９月補正予算（案）補足資料

〔事務事業名〕 可搬式ポンプ貸与事業

１ 事業の趣旨

  平成３０年７月の西日本豪雨をはじめとする近年の異常気象により、浸水被害の

危険性が増大している中、自助・共助による地域の防災力を高めるため、町内会等 

への可搬式ポンプ貸与事業を行い、浸水被害軽減を図るもの。 

２ 事業内容 

（１）概  要 

令和２年の出水期前に要件を満たしている希望町内会へ可搬式ポンプを貸与する。 

   平成３０年度 単位町内会を対象に可搬式ポンプ貸与事業の周知 

令和元年度   希望町内会へ貸与（８台） 

令和２年度   希望町内会へ貸与（５台追加） 

（２）貸与要件

   ・平成３０年７月豪雨で床下浸水以上の被害がある。 

   ・排水先は下流地域に水害被害の影響が及ばないと考えられる河川等である。 

   ・町内会等（単位町内会及び連合町内会）で水防活動体制を整えることがで 

きる。 

３ 事業費

（１）歳出額                  １５，０００千円

（２）財源

   ・地方債                 １５，０００千円 

担当課名
下水道局下水道経営部

下水道河川計画課

担当者名 河川防災担当課長 瀬島和憲

電  話
内線 ４９８０

直通 ８０３－１４３４
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可搬式ポンプ貸与事業

事 業 目 的
町内会等に可搬式エンジンポンプの貸与を行い、地域の浸水被害を自助・共助により軽減を図るもの。

来年度の出水期までに７月豪雨で浸水被害のあった町内会に貸与。

配備先
H30.11月補正

今年度の出水期に間に合わせるため、浸水被害が大きかった地区等に先行的に配備

貸与町内：８町内会（８台）

Ｒ１.９月補正
先行配備以外の町内会に対し、来年度の出水期に間に合わせるため９月補正予算計上

補正額：１５,０００千円（５台）

現地調査及び町内会への聴き取りを行い貸与効果のある町内会に配備

（選定条件）

・７月豪雨で浸水被害を受けた町内会

・確実な排水先が確保できること。（１・２級河川等）

・町内会で確実に管理・運用できること

北区白石
北区久米
北区花尻
中区原尾島
中区平井（２台）
東区金岡
南区内尾
北区玉柏大原　
北区尾上　　　　
北区建部町小倉　
北区建部町吉田　
東区瀬戸町弓削　

H30.11月補正

R1.９月補正

選 定 方 法
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令和元年度９月補正予算（案）補足資料

〔事務事業名〕 災害復興住宅建設資金等利子補給事業

１ 事業の趣旨

  平成３０年７月豪雨による被災を受けた住宅の速やかな復興と、住宅に被害を受けた方

の生活の安定を図るため住宅の建設、購入及び補修に必要な資金を金融機関で借入れをす

る方に対して利子補給を行うもの。

２ 事業内容

（１）対象者 

○建設、新築購入または中古購入 

   ・り災判定が半壊以上の方 

   ・半壊に至らない場合でも、地盤・擁壁・法面の崩落等により、通常の補修では引き 

    続き居住することが困難と認められた方（市独自支援） 

  ○補修 

   ・り災証明書を交付された方 

  ※被災日から２年以内に市及び金融機関へ申請された方（遡及適用あり） 

  ※市外で被災し、市内で再建する場合も対象とする。 

（２）主な融資限度額 

   建設資金 １６，５００千円（リバースモーゲージ ２１，６００千円）、土地購入

資金 ９，７００千円、補修資金 ７，３００千円、整地資金 ４，４００千円 

※リバースモーゲージとは自宅を担保にして利息のみの支払いで融資を受ける高齢者

向けの融資制度） 

（３）融資金利 

    年０．６３％以内、（リバースモーゲージ 年２．１２％以内） 

（４）実施方法 

    毎年の申請に基づき最長１０年間助成 

３ 事業費

（１）歳出額                   ７，５００千円

（２）財源内訳 

   ・県支出金（補助率 １／２）        ３，０００千円

   ・一般財源                 ４，５００千円 

担当課名
都市整備局 住宅・建築部

住宅課

担当者名 課長 小野 勝正

電  話
内線 ４６６０

直通 ８０３－１４６６
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令和元年度９月補正予算（案）補足資料

〔事務事業名〕 放課後児童クラブ運営事業

１ 事業の趣旨

  地域主体（運営委員会方式）の児童クラブを市の直轄クラブに位置付け、令和２

年度から岡山市ふれあい公社へ運営委託するための準備業務を委託するもの。

２ 事業内容

（１）委託内容

来年度移行予定の２２クラブに係る児童入所受付、職員採用、入所徴収シス

テム導入等

（２）準備期間

    令和元年１０月～令和２年３月末 

３ 事業費

（１）歳出額                  ３６，２７３千円

（２）財源内訳

   ・国庫支出金（補助率 １／３）      １２，０９１千円 

   ・県支出金（補助率 １／３）       １２，０９１千円 

・一般財源                １２，０９１千円     

担当課名
岡山っ子育成局子育て支援部

地域子育て支援課

担当者名 課長 村松 弥生

電  話
内線 ４７６１

直通 ８０３－１５８９
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事業概要

事業費

地域主体（運営委員会方式）の児童クラブを市立の児童クラブ（公の施設）に位置付け、令和２年度から
岡山市ふれあい公社へ運営委託するための準備業務を委託するもの。

○歳出額
・児童クラブ運営委託料 ３６，２７３千円

○財源内訳
・国庫支出金（補助率 １/３） １２，０９１千円
・県支出金（補助率 １/３） １２，０９１千円
・一般財源 （１/３） １２，０９１千円

○委託内容・・・来年度移行予定のクラブに係る児童入所受付、職員採用、入所徴収システム導入等

○準備期間・・・令和元年１０月～令和２年３月末

スケジュールと事業内容

R元年度８月 ９月 １０月～３月 R2年度４月～

移行クラブ
内定

決
定

条例制定
（公の施設） 運営準備 運営

放課後児童クラブ運営事業

-
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令和元年度９月補正予算（案）補足資料

〔事務事業名〕 公園遊具安全対策事業

１ 事業の趣旨

  構造上の不備や劣化により、平成３１年３月に使用禁止措置を行った都市公園の

遊具について、早期に利用再開するために修繕を実施するもの。あわせて事故を未

然に防ぐため、リーフレットを作成して正しい利用法について周知・啓発を図るも

の。 

２ 事業内容

（１）使用禁止遊具の修繕等

    ６月末現在使用禁止措置をしている都市公園の遊具の使用再開に向けての修

繕・撤去等を行う。 

    使用禁止遊具  平成３１年３月 ６８１基 

    使用再開予定  令和元年度   ６０７基（うち、補正予算対応４２４基） 

            令和２年度    ７４基 

（２）利用啓発

    遊具の事故を防ぐためには安全確保とともに遊具を正しく利用することも重

要と考えており、保護者や低年齢のお子様を対象としたリーフレットを作成し、

正しい利用の仕方の周知を行う。 

３ 事業費 

（１）歳出額              １４５，０００千円 

（２）財源内訳 

   ・一般財源            １４５，０００千円 

担当課名
都市整備局都市・交通部

庭園都市推進課

担当者名 公園緑地担当課長 森谷 和政

電  話
内線 ３６８０

直通 ８０３－１３９２
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構造上の不備や劣化により使用禁止措置を行った遊具

６８１基 （H31.3月）

今年度当初予算対応遊具数 １８３基 ①

〔うち、６月末までに修繕等が完了した遊具数 １７５基〕

【令和元年度末までに修繕等が完了予定の遊具数 ①＋②＝ ６０７基】

令和２年度に遊具を更新する予定（国の交付金を活用） ７４基

遊具安全対策事業

９月補正予算（１４５，０００千円）で対応予定 ４２４基 ②

-
1
4
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令和元年度９月補正予算（案）補足資料

〔事務事業名〕 小中学校エレベーター整備事業

１ 事業の趣旨

   岡山市ユニバーサルデザイン・共生社会推進基本方針に基づき、学校施設におけ

る移動支援のため、ストレッチャーが搭乗可能なエレベーターを整備するもの。 

２ 事業内容

（１）概  要 

    豊小学校及び竜操中学校に１３人乗り、トランク付きのエレベーターをそれ

ぞれ１基整備する。 

（２）整備スケジュール

令和元年度 実施設計 

令和２年度 整備工事、供用開始 

３ 事業費

（１）歳出額

                         ９，２００千円 

（２）財源内訳

   ・地方債                  ８，２００千円

   ・一般財源                 １，０００千円 

担当課名
教育委員会教育総務部

学校施設課

教育委員会学校教育部

指導課

担当者名 課長 板野 正博 課長 松岡 和俊

電  話
内線 ３８０７

直通 ８０３－１５７６

内線 ３８４０

直通 ８０３－１５９０
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令和元年度９月補正予算（案）補足資料

〔事務事業名〕 山南義務教育学校（仮称）整備事業

１ 事業の趣旨

   山南中学校区の４小学校及び中学校を統合し，新たに義務教育学校を設立する。

同中学校区では，児童生徒数が減少傾向にあり、全ての小中学校が学級数６以下

の「過小規模校」となっている。この事業により学校の規模を適正化し、また、

義務教育学校とすることで特色ある教育を実施し、教育環境の向上を図る。

２ 事業内容

（１）概  要 

    現山南中学校に、新たな校舎の増築及び既存校舎の大規模改修を実施する。

（２）事業規模  

    増築棟の概要：鉄骨造４階建，延床面積 約５，４００㎡ 

（３）整備スケジュール

    令和元年度 実施設計  （～令和２年度） 

    令和２年度 校舎増築工事（～令和３年度） 

    令和４年度 開校 

３ 事業費

（１）歳出額

                        ６９，６００千円 

（２）財源内訳

   ・地方債                 ６２，６００千円

   ・一般財源                 ７，０００千円 

担当課名
教育委員会教育総務部

学校施設課

教育委員会学校教育部

就学課

担当者名 課長 板野 正博 課長 東谷 徹

電  話
内線 ３８０７

直通 ８０３－１５７６

内線 ３８８０

直通 ８０３－１５８７
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